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１ 政務活動費とは 

  政務活動費は、地方自治法第 100条第 14項の規定により、「普通地方公共団体は、条例

の定めるところにより、その議会の議員の調査研究その他の活動に資するため必要な経費

の一部として、その議会における会派又は議員に対し、政務活動費を交付することができ

る。」とされています。これは、地方議会の活性化を図る趣旨から、議員の調査活動の基盤

を強化するため、平成 12年に制度化された政務調査費が、平成 24年の地方自治法の改正

により、その一部を改められたものです。 

政務活動費は、会派又は議員に交付することができるとされ、政務活動費を交付する場

合には、交付対象、額及び交付の方法並びに当該政務活動費を充てることができる経費の

範囲については条例で定めなければならないとされています。 

なお、政務活動費の交付を受けた場合は、その収入及び支出の報告書を議長に提出する

必要があります。また、市会全体として、政務活動費の使途について、透明性の確保に努

める必要があります。 

横浜市会においても、横浜市会政務活動費の交付に関する条例（以下「条例」という。）

を制定し、これに基づき政務活動費を交付しています。 

 

２ 政務活動費の交付の根拠となる法律、条例等 

  政務活動費の交付に当たっての根拠は、次の法律、条例、規則等となっています。 

 

 ○ 地方自治法第 100条第 14項・第 15項・第 16項 

 ○ 横浜市会政務活動費の交付に関する条例（Ｐ35参照） 

 ○ 横浜市会政務活動費の交付に関する条例施行規則（Ｐ38参照） 

 ○ 横浜市会政務活動費の交付に関する条例施行規程（Ｐ46参照） 

 

（参考）この他に、横浜市会では、政務活動費に係る収支報告書等の閲覧に関し、「横浜市会

政務活動費に係る収支報告書等の閲覧に関する要綱」（Ｐ54参照）を定めています。 

 

【地方自治法】第 100条  

 

14 普通地方公共団体は、条例の定めるところにより、その議会の議員の調査研究その他の活動に

資するため必要な経費の一部として、その議会における会派又は議員に対し、政務活動費を交付

することができる。この場合において、当該政務活動費の交付の対象、額及び交付の方法並びに

当該政務活動費を充てることができる経費の範囲は、条例で定めなければならない。  

 

15 前項の政務活動費の交付を受けた会派又は議員は、条例の定めるところにより、当該政務活動

費に係る収入及び支出の報告書を議長に提出するものとする。 

 

16 議長は、第 14項の政務活動費については、その使途の透明性の確保に努めるものとする。 

第１章 政務活動費の概要 
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１ 会派で会派交付を選択する場合 

 

 年度当初の手続  

 

  ① 年度当初に会派届出書（規程第１号様式）を議長あて提出します。 

 

  ② 年度当初に経理責任者設置届出書（規程第４号様式）を議長あて提出します。 

 

  ③ 政務活動費交付申請書（規則第１号様式 ※年度全体分）を市長あて提出します。 

 

    ※申請後、政務活動費交付決定通知書（規則第２号様式 ※年度全体分）が届きま

すので、これを保管します。 

 

 

 

 毎月の手続  

 

④ 月初めに政務活動費交付請求・振込依頼書（規則第５号様式 ※毎月分）を市長あ

て提出します。 

 

  ※これにより、毎月、指定した口座に政務活動費が振り込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 年度終了後の手続  

   

⑤ 毎年４月３０日までに、政務活動費収支報告書（規程第５号様式）及び領収書等の

証拠書類の写しを議長あて提出します。 

 

    ※その際に、残余金がある場合は、当該残余金を市長あて返還します。 

 

 

（毎月の交付額） 月額 55万円×会派所属議員数    ※毎月、指定した口座に振り込まれます。 

第２章 政務活動費に関する諸手続 
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基本的手続のフロー図 

会 派 議 長 市 長 

   

   

   

 

①会派届出書 

（規程第１号様式） 

 
※経理責任者設置届

出書 

（規程第４号様式） 

 

①会派届出書（写し） 

（規程第１号様式） 

 

③交付申請書 

（規則第１号様式） 

 

①会派届出書 

（規程第１号様式） 

②経理責任者設置届

出書 

（規程第４号様式） 

③交付申請書 

（規則第１号様式） 

※交付決定通知書 

（規則第２号様式） 
※交付決定通知書 

（規則第２号様式） 

 

④交付請求・振込依頼書

（規則第５号様式） 

④交付請求・振込依頼書

（規則第５号様式） 

 

 

年度当初 

の手続 

会計帳簿・領収書等 

  （整理・保管） 

 

※政務活動費振込 

（専用口座） 

※政務活動費の交付（振込） 

 

毎月（４月

～３月）の 

手続 

⑤収支報告書（規程第５

号様式）、領収書等の写し 
⑤収支報告書（規程第５

号様式）、領収書等の写

し（写し） 

⑤収支報告書（規程第

５号様式）、領収書等の

写しの提出 

※原本は経理責任

者が保存（５年間） 

閲覧 

※提出期限の６０日後

から実施 

※保存（５年間） 

 

年度終了後

の手続 

 

※残余金がある場合 ※返還 

※交付請求・振込依頼書には、交付申請書に 

押印した印鑑と同一の印鑑を、押印します。 
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 その他の手続  

  

① 会派名、代表者氏名及び所属議員数の変更があった場合 

 

政務活動費交付申請事項変更届出書（規則第３号様式）を市長あてに、また、会派異

動届出書（規程第２号様式）を議長あてに、直ちに届け出ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 会派が解散した場合 

 

会派解散届出書（規程第３号様式）を、議長あてに、直ちに届け出ます。 

※なお、会派が解散した場合は、当該事由が生じた日から３０日以内に、収支報告書（規程第５号様式）

及び領収書等の証拠書類の写しを、議長あて提出します。また、残余金がある場合は、速やかに市

長あて返還します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

○ 会派名 

○ 代表者名 

○ 所属議員数 

 

に変更があった場合 

※直ちに提出 

  
市 長 

 
議 長 

政務活動費交付申請事項

変更届出書 

（規則第３号様式） 

会派異動届出書 

（規程第２号様式） 

※異動のあった所属議員

の氏名の届出も必要 

※直ちに提出 

 

 

 

 

 

会派が解散した場合 

 

議 長 

会派解散届出書 

（規程第３号様式） 

※直ちに提出 

 

収支報告書（規程第５号様

式）及び領収書等の証拠書

類の写し 

※30 日以内に提出 

 

※速やかに返還 

 

 

市長 
残余金 
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③ 経理責任者を変更した場合 

 

経理責任者変更届出書（規程第４号様式）を、議長あてに、直ちに届け出ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 印鑑を毀損等により変更する場合 

 

印鑑変更届出書（規則第６号様式）を、市長あて届け出ます。 

 

 

 

経理責任者を変更し

た場合 

※直ちに提出 

  

議 長 

経理責任者変更届出書 

（規程第４号様式） 

印鑑を毀損等により

変更する場合 

 

市 長 

印鑑変更届出書 

（規則第６号様式） 
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２ 会派で議員交付を選択する場合及び議員交付の場合 

 

 年度当初の手続  

 

  ① 政務活動費交付申請書（規則第１号様式 ※年度全体分）を市長あて提出します。 

 

    ※申請後、政務活動費交付決定通知書（規則第２号様式 ※年度全体分）が届きま

すので、これを保管します。 

 

 

 

 毎月の手続  

 

② 月初めに政務活動費交付請求・振込依頼書（規則第５号様式 ※毎月分）を市長あ

て提出します。 

 

  ※これにより、毎月、指定した口座に政務活動費が振り込まれます。 

 

 

 

 

 

 

 年度終了後の手続  

   

③ 毎年４月３０日までに、政務活動費収支報告書（規程第５号様式）及び領収書等の

証拠書類の写しを議長あて提出します。 

 

    ※その際に、残余金がある場合は、当該残余金を市長あて返還します。 

 

（毎月の交付額） 月額 55万円×会派所属議員数    ※毎月、指定した口座に振り込まれます。 
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基本的手続のフロー図 

議 員 議 長 市 長 

 

 

 

   

   

①交付申請書 

（規則第１号様式） 

 

①交付申請書 

（規則第１号様式） 

①※交付決定通知書 

（規則第２号様式） 
①※交付決定通知書 

（規則第２号様式） 

 

②交付請求・振込依頼書

（規則第５号様式） 
②交付請求・振込依頼書

（規則第５号様式） 

 

 

年度当初 

の手続 

会計帳簿・領収書等 

  （整理・保管） 

 

※政務活動費振込 

（専用口座） 

※政務活動費の交付（振込） 

 

毎月（４月

～３月）の 

手続 

③収支報告書（規程第５

号様式）、領収書等の写し 
③収支報告書（規程第５

号様式）、領収書等の写

し（写し） 
 

③収支報告書（規程第

５号様式）、領収書等の

写しの提出 

※原本は本人が 

保存（５年間） 

閲覧 

※提出期限の６０日後

から実施 

※保存（５年間） 

 

年度終了後

の手続 

 

※残余金がある場合 ※返還 

※交付請求・振込依頼書には、交付申請書に 

押印した印鑑と同一の印鑑を、押印します。 
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 その他の手続  

  

① 議員氏名に変更があった場合 

 

政務活動費交付申請事項変更届出書（規則第３号様式）を市長あてに、直ちに届け出

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 会派交付の会派に所属するようになった場合 

 

収支報告書（規程第５号様式）及び領収書等の証拠書類の写しを、議長あてに、当該

事由が生じた日から３０日以内に提出します。 

また、残余金がある場合は、速やかに市長あて返還します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

議員氏名に変更があ

った場合 

※直ちに提出 

  

市 長 

政務活動費交付申請事項

変更届出書 

（規則第３号様式） 

 

 

 

 

会派交付の会派に所

属するようになった

場合 

 

議 長 
収支報告書（規程第５号

様式）及び領収書等の証

拠書類の写し 

※30 日以内に提出 

 

※速やかに返還 

 

 

市長 
残余金 
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③ 印鑑を毀損等により変更する場合 

 

印鑑変更届出書（規則第６号様式）を、市長あて届け出ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 なお、個別の帳票の記載方法については、参考１の 

「規則、規程様式の記載例」（Ｐ20）を御参照ください。 

 

 

印鑑を毀損等により

変更する場合 

 

市 長 

印鑑変更届出書 

（規則第６号様式） 
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１ 原則及び指針 

原則・指針 説      明 

(1) 政務活動費執行に

当たっての原則 

政務活動費の執行に当たっては、次の項目に留意の上、会派又は議

員の責任において、適切に取り扱うことが原則となります。 

①条例に定める、政務活動費を充てることができる経費の範囲内の

内容であること 

②当該活動の必要性があること。 

③当該活動に要した金額やその態様等に妥当性があること。 

④適正な手続がなされていること。 

⑤充当についての説明ができるよう書類等が整備されていること。 

 

なお、次に掲げる活動に要する経費には、政務活動費を充てること

はできません。 

・政党活動、選挙活動、後援会活動又は私人としての活動 

・本会議、委員会、全員協議会への出席又は議員派遣等の議会活動

に要する経費 

(2) 実費充当の原則 
政務活動費は、当該活動に実際に要した費用（実費）について充当

することを原則とします。 

(3) 按分に当たっての

指針 

政務活動費は、政党活動、選挙活動、後援会活動又は私的な活動に

は充当できません。充当する経費の一部にこれらの支出を含む場合

は、従来のとおり按分が必要となります。 

 

ア 条例の範囲内の活動と条例の範囲外の活動を区分できる場合 

経費を按分して充当する場合は、その活動実態に応じて、職員の

従事時間、事務機器の使用実績、事務所の使用面積、広報紙の掲載

面積等の割合（※）等により、合理的な算出を行うことが原則とな

ります。 

条例の範囲内の活動 

条例の範囲内の活動＋条例の範囲外の活動 

※割合は、実測等による算出のほか、各議員が個々の活動状況を判断した 

上で社会通念上合理的な理由をもって定めることとします。 

 

イ 条例の範囲内の活動と条例の範囲外の活動を区分できない場合 

活動実態に応じた割合を算出することが困難な場合は、下表に掲

げる割合を上限として充当します。 

私的活動を含まない場合 1/2 

私的活動を含む場合 1/4 
 

第３章 政務活動費を充てることができる経費の範囲の考え方 
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２ 政務活動費を充てることができる経費の範囲 

（横浜市会政務活動費の交付に関する条例第４条第１項及び別表） 

 

  政務活動費支出に当たっての経費の範囲は、横浜市会政務活動費の交付に関する条例第

４条第１項及び別表に定められています。 

項目 内容 

１ 調査研究費 
市の事務、地方行財政等に関する調査研究に要する調査委託費、交

通費、宿泊費その他の経費 

２ 研修費 
研修会の開催又は研修会への参加に要する講師等の謝金、会場借上

費、機材借上費、交通費、宿泊費、出席者負担金その他の経費 

３ 広報費 

会派若しくは議員の活動又は市政についての市民への周知又は報

告に要する印刷製本費、会場借上費、機材借上費、交通費、ウェブサ

イト作成管理費、送料その他の経費 

４ 広聴費 

会派若しくは議員の活動若しくは市政に対する市民からの要望、意

見等の聴取又は市民相談に要する会場借上費、機材借上費、交通費そ

の他の経費 

５ 要請・陳情活動費 
国等に対する要請又は陳情活動に要する交通費、宿泊費その他の経

費 

６ 会議費 

意見交換会その他の会議、会合等の開催又はこれらへの参加に要す

る会場借上費、機材借上費、交通費、宿泊費、出席者負担金その他の

経費 

７ 資料作成費 
会派又は議員の活動に必要となる資料の作成に要する印刷製本費、

翻訳料、原稿料その他の経費 

８ 資料購入費 
会派又は議員の活動に必要となる資料の購入等に要する図書購入

費、新聞雑誌購読料、データベース利用料、資料複写費その他の経費 

９ 人件費 
会派又は議員の活動を補助する者の雇用に要する賃金、給与、手当、

社会保険料その他の経費 

10 事務所費 
会派又は議員の活動に要する事務所（附帯施設を含む。）の賃借料、

管理費、光熱水費その他の経費 

11 事務費 
会派又は議員の活動に要する通信運搬費、消耗品購入費及び備品購

入費（リース料を含む。） 
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３ 政務活動費 費目別充当経費の例示 

費目 充当経費の例示 

１ 調査研究費 

 市の事務、地方行財政等に関する調査

研究に要する調査委託費、交通費、宿泊

費その他の経費 

○調査委託費（外部機関・専門家への委託）（☞17頁） 

○交通費・宿泊費（☞16頁） 

○食糧費・茶菓子代（☞15頁） 

２ 研修費 

 研修会の開催又は研修会への参加に要

する講師等の謝金、会場借上費、機材借

上費、交通費、宿泊費、出席者負担金そ

の他の経費 

○講師、外国語通訳、手話通訳等謝金（謝礼金、図書カ

ード代、派遣料等） 

○会場借上費 

○機材借上費（ビデオスクリーン、ビデオプロジェクタ   

ー、ノートパソコン、ホワイトボード等） 

○委託費（会場設営委託等）（☞17 頁） 

○交通費・宿泊費（☞16頁） 

○会費その他の出席者負担金（☞17 頁） 

○食糧費・茶菓子代（☞15頁） 

３ 広報費 

 会派若しくは議員の活動又は市政につ

いての市民への周知又は報告に要する印

刷製本費、会場借上費、機材借上費、交

通費、ウェブサイト作成管理費、送料そ

の他の経費 

○広報紙（誌）作成費 

○会場借上費（パネル展、視察報告会等開催経費） 

○機材借上費（ビデオスクリーン、ビデオプロジェクタ  

ー、ノートパソコン、ホワイトボード等） 

○交通費（☞16 頁） 

○ウェブサイト作成管理費（プロバイダー料金、作成・

管理費等） 

○広報紙（誌）送料、配布料 

４ 広聴費 

 会派若しくは議員の活動若しくは市政

に対する市民からの要望、意見等の聴取

又は市民相談に要する会場借上費、機材

借上費、交通費その他の経費 

○会場借上費（タウンミーティング、住民相談会） 

○機材借上費（ビデオスクリーン、ビデオプロジェクタ 

ー、ノートパソコン、ホワイトボード等） 

○交通費（☞16 頁） 

○調査委託費（アンケート・パブリックコメント等広聴

委託）（☞17頁） 

○出席者負担金 

５ 要請・陳情活動費 

 国等に対する要請又は陳情活動に要す

る交通費、宿泊費その他の経費 

○交通費・宿泊費（☞16頁） 
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費目 充当経費の例示 

６ 会議費 

 意見交換会その他の会議、会合等の開

催又はこれらへの参加に要する会場借上

費、機材借上費、交通費、宿泊費、出席

者負担金その他の経費 

○会場借上費 

○機材借上費（ビデオスクリーン、ビデオプロジェクタ  

ー、ノートパソコン、ホワイトボード等） 

○委託費（会場設営委託等）（☞17 頁） 

○交通費・宿泊費（☞16頁） 

○会費その他の出席者負担金（☞17 頁） 

○講師、外国語通訳、手話通訳等謝金（謝礼金、図書カ  

ード代、派遣料等） 

○食糧費・茶菓子代（☞15頁） 

７ 資料作成費 

 会派又は議員の活動に必要となる資料

の作成に要する印刷製本費、翻訳料、原

稿料その他の経費 

○報告書・資料等作成費（印刷製本、編集） 

○原稿料 

○翻訳料、反訳料 

 

８ 資料購入費 

 会派又は議員の活動に必要となる資料

の購入等に要する図書購入費、新聞雑誌

購読料、データベース利用料、資料複写

費その他の経費 

○図書等（書籍、映像ビデオテープ・DVD・CD等）購入費 

○新聞雑誌購読料 

○有料データベース利用料 

○図書等の資料のコピー代 

９ 人件費 

 会派又は議員の活動を補助する者の雇

用に要する賃金、給与、手当、社会保険

料その他の経費 

○賃金・給料等（☞18 頁） 

○通勤手当（☞16頁） 

○社会保険料（年金、健康保険、雇用保険） 

10 事務所費 

 会派又は議員の活動に要する事務所

（附帯施設を含む。）の賃借料、管理費、

光熱水費その他の経費 

○事務所（附帯施設を含む。）にかかる賃借料、礼金、

仲介手数料、更新料、更新手数料、管理費、共益費等

（敷金を除く）（☞19 頁） 

○光熱水費等（☞19頁） 

11 事務費 

 会派又は議員の活動に要する通信運搬

費、消耗品購入費及び備品購入費（リー

ス料を含む。） 

○通信運搬費（電話料金、郵送料、インターネット接続  

料金等） 

○消耗品購入費（☞18 頁） 

○備品購入費（☞18頁） 

○事務機器等リース料（☞18 頁） 

※研修会や会議に必要となる資料を作成する場合は「資料作成費」に充当してください。また、郵送料等は広

報紙（誌）に係るものを除き、「事務費」に充当してください。
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４ 政務活動費の支出に当たっての留意事項 

 

 (1)食糧費・茶菓子代 

ア 適用と上限額 

(ｱ)会派（議員）が主催する場合 

項目 適用 上限額 

朝・昼食代 
研究会・研修会、会議に附属（連続）する

もの、調査等に必要なもので、合理的な理由

（講師等や外部からの参加者を招いて懇談

等を行うなど）がある場合など、社会通念上

認められる範囲である必要があります。酒類

の提供は認められません。 

上限 １人 5,000 円 

※弁当代は１人につき朝・昼

1,500 円 、夜 3,000 円 夕食代 

茶菓子代 必要最小限 

 

(ｲ)外部が主催する場合 

項目 適用 上限額 

朝・昼間に開

催される場合 

研究会・研修会、会議に附属（連続）する

もの、調査等に必要なもので、合理的な理由

（意見交換等の懇談等を行う必要があるな

ど）がある場合など、社会通念上認められる

範囲である必要があります。 

上限１人 5,000円 

夕刻以降に開

催される場合 
上限１人 10,000円 

 

イ 記録の保管 

食事等を提供する場合は、研修会、会議等の開催日時、場所、相手方、参加者氏名、

目的、経費内訳等を記録し、保管する必要があります。 

 

ウ 公職選挙法の規定する「寄付」等について 

経費の充当に当たっては、公職選挙法その他法令等に定める禁止規定（寄附の禁止

等）に抵触しないようにする必要があります。また、「選挙区」については、議員が主

催する場合は当該選挙区、会派が主催する場合は所属議員全員の選挙区を指すことに

注意してください。 
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 (2)交通費・宿泊費 

  ア 交通費・宿泊費を支出できるものの例示 

    バス・鉄道等乗車賃、航空料金、宿泊費、駐車場・駐輪場費、燃料費、 

有料道路代、自動車レンタル料、自動車リース料等 

    ※タクシー利用については合理的な理由（緊急の場合、公共交通機関の運行本数が少ないなどの

理由）が必要です。 

    ※鉄道等を利用した場合で領収書等を徴収できないときは、行き先、支払年月日、支払先、支払

金額、使途、目的、内容及び領収書等を徴収できなかった理由を記録したもの（記録簿）が必

要です。 

 

  イ 交通費・宿泊費を支出できないものの例示 

    ○政党活動、選挙活動、後援会活動又は私人としての活動に要するもの 

○本会議、全員協議会、常任委員会、特別委員会及び運営委員会（委員会につい 

ては、本人が所属する委員会の開催日に限る。）の出席に要するもの 

    ○議員派遣に要するもの 

 

  ウ 補助者等について 

議員が障害等を有している場合の介助者、通訳等の専門技術的補助者等の交通費、

宿泊費の充当も可能です。 

 

  エ 宿泊を伴う視察等について 

(ｱ)宿泊費 

横浜市旅費条例では、国内視察等の宿泊料金の支給上限は 16,500円となっています。

また、横浜市外国旅行の旅費に関する規則では、海外視察等の宿泊料金の支給上限は、

宿泊する都市に応じ 24,200円から 29,000円となっています。 

(ｲ)記録の保管 

視察等を行った場合は、活動年月日、活動場所、相手方、参加者、活動目的、活動

内容、経費等を記録した書類・資料等を整えておく必要があります。 

(ｳ)海外視察 

海外視察も可能ですが、準備に要する経費（パスポートの取得経費等）は認められ

ません。 
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  オ 自動車について 

   (ｱ)ガソリン代 

条例の範囲の活動を超えて車を使用する場合は、ガソリン代の按分が必要です。 

   (ｲ)購入 

自動車の購入費に、政務活動費を充当することはできません。 

 (ｳ)レンタル 

条例の範囲内の活動のために必要な時に限って、短期的に自動車をレンタルする場

合のレンタル料については、政務活動費を充当することは可能です。 

(ｴ)リース 

条例の範囲内の活動のための移動手段として自動車をリースすることは可能です。

その場合の取扱いは以下のとおりとします。 

ａ 契約については、リース期間満了後の清算や買い取り等所有権が移転する契約

は不可とします。 

ｂ 条例の範囲内の活動に使用する車両として社会通念上妥当な車種とします。 

ｃ 充当できる金額は、車両本体のみとします。維持管理経費（自動車諸税、自賠

責等保険料、検査料、部品交換等修理料など）や標準装備以外のオプションへの

充当は不可とします。 

ｄ 使用実績に合わせ、燃料費（ガソリン代）同様の按分を行うこととします。 

 

 

(3)調査委託費 

ア 契約書及び成果物等の保管について 

調査委託費で、外部機関・専門家への調査委託等を行う場合は、委託先、委託業務

の名称、目的、具体的な委託事項、委託期間、委託金額、成果物の納入等が明記され

た契約書が必要です。また、成果物は別途保管しておく必要があります。 

 

 

(4)会費その他の出席者負担金 

ア 記録の保管 

会費等出席者負担金を支出して、会合等に参加した場合は、活動年月日、活動場所、

相手方、参加者、活動目的、活動内容、経費等を記録した書類・資料等を整えておく

必要があります。 
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(5)人件費 

ア 親族の雇用について 

配偶者で生計を同一にしている親族を雇用する場合、政務活動費の充当はできませ

ん。 

 

イ 職員台帳等について 

政務活動費から人件費を支給する場合は、職員台帳、雇用契約書、雇用台帳、毎月

の支払確認の書類等を整理しておくことが必要です。 

 

 

 (6)事務費 

  ア 消耗品と備品の分類 

横浜市では、備品とする額について、以下の基準を設けています。なお、消耗品と

備品の主な分類等については、下表のとおりです。 

(ｱ)１年以上にわたり使用できるもので、価格 30,000円（書籍は 15,000円）以上のも

のを備品とします。 

(ｲ)ただし、パーソナルコンピューター本体、ディスプレイ、机、椅子、ロッカーは価

格によらず備品とします。 

消耗品の例示 

コピー用紙、トナー、インク、ペン、ノート、フィルム、写真現像代、

カセットテープ、ビデオテープ、フロッピーディスク、ＣＤ－ROM、パ

ソコンソフト等 

備品の例示 
コピー機、パソコン、プリンタ、書架、ラック、ビデオカメラ、カメ

ラ（デジタルカメラ）、電話、ファックス等 

消耗品・備品として

認められないもの 

絵画等の美術・装飾品、プランター、冷蔵庫、エアコン、ソファー、

コーヒーメーカー等の環境整備に要するものや生活機器等の購入は認

められません。 

 

  イ 備品購入時の上限額 

 備品購入費の上限額は 30万円とし、耐用年数を考慮した購入が必要となります。 

 

ウ 備品台帳について 

備品を購入した場合は、備品台帳を整備し、保管・管理する必要があります。 

   

エ その他の注意事項 

資産形成と考えられる備品の購入及びリースはできません。 
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(7)事務所費 

  ア 事務所の要件 

    事務所については、以下の要件を備えていることが必要です。 

○事務所としての外形上の形態を有していること（看板の掲出等も必要） 

○事務所としての機能（事務スペース、打合せスペース、事務用備品の設置等）を

有していること 

 

  イ 自己所有の建物について 

自己所有の建物を事務所として使用する場合は、賃料相当額として政務活動費を充

当することはできません。ただし、電気、ガス、水道等の光熱水費を兼用する場合は、

按分して政務活動費を充当することができます。 

 

  ウ 事務所台帳について 

    会派交付の場合は、事務所台帳の整備が必要です。 
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第１号様式（第２条第１項）                規則様式 記入例  

 

政 務 活 動 費 交 付 申 請 書  

 

                                       平成○年○月○日 

 

  （申請先）  

  横浜市長  

 

                                 会派の名 称 ○○党横浜市会議員団  

                                代表者の氏名  横浜 太郎   ○印  
 
                       議員に対する交付の場合は、 
                                         氏名 

 

 平成○年度政務活動費の交付を、横浜市会政務活動費の交付に関する条例施行規則

第２条の規定により、次のとおり申請します。  

 

 申請金額 ６６，０００，０００  円  

 

 （算出方法）  

  条例第３条第１項に定める額×１０人（所属議員数）×１２月（交付月数）  

 

 

 

 

 

 

 

                                                                  （Ａ４） 

議員交付を選択した場合は、会派の名称の

記載は不要です。 

55 万円×１０人×１２月＝66,000,000 円となります。 

※議員交付を選択する場合は、6,600,000 円となります。 
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第２号様式（第３条）                    規則様式 参考  

 

横浜市○○指令第○○号 

平成○年○月○日 

  

政 務 活 動 費 交 付 決 定 通 知 書  

 

 ○○党横浜市会議員団代表 横浜 太郎 様  

 

                                     横浜市長 林 文子 印  

 

 平成○年○月○日に申請のありました平成○年度政務活動費については、次

のとおり交付することに決定しましたので、横浜市会政務活動費の交付に関す

る条例施行規則第３条の規定により、次のとおり通知します。  

 なお、本年度中に交付を受けた政務活動費に残額が生じた場合は、当該残額

を返還してください。  

 

 交付金額  ６６，０００，０００ 円  

 

 （算出方法）  

  条例第３条第１項に定める額×１０人（所属議員数）×１２月（交付月数）  

 

 

 

 

 

 

                                                                     （Ａ４） 

この交付決定通知書に基づき決定された交付金額が交付されます。（交付決定通知書は、大切に保管し

ておいてください。） 
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第３号様式（第４条第１項）                規則様式 記入例  
 

政 務 活 動 費 交 付 申 請 事 項 変 更 届 出 書  
 

                                    平成○年○月○日  
 

 （届出先）  
  横浜市長  
  

   会派の名 称 △△党横浜市会議員団  
                           代表者の氏名  横浜 花子   ○印  

 
                                       
 
 
 次の内容に変更がありましたので、横浜市会政務活動費の交付に関する条例施行規

則第４条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。 

 

 １ 変更年月日  
   平成○年○月○日  
 

 ２ 変更内容 

  (1)会派に対する交付の場合  

 

(2)議員に対する交付の場合 

  区     分              新             旧   

 議員の氏名     

 

 （注意） 

変更のある区分欄のみ記入してください。 

 

 

 

 

                                                                （Ａ４） 

  区     分              新             旧   

 会派の名称  △△党横浜市会議員団 ○○党横浜市会議員団 

 代表者の氏名  横浜 花子 横浜 太郎 

 所属議員数  １１人 １０人 

変更後の会派の名称、代表者氏名で届け出

ます。 

会派交付を選択した場合で、会派名称、代

表者氏名及び所属議員数にそれぞれ変更が

あった場合の事例 

議員交付を選択した場合で、婚姻等の理由により、氏名の

変更があった場合は、この届出が必要となります。 
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第４号様式（第４条第２項）                 規則様式 参考  

 

                                     横浜市○○指令第○○号 

平成○年○月○日 

  

政 務 活 動 費 交 付 額 変 更 通 知 書  

 

 △△党横浜市会議員団代表 横浜 花子 様  

 

                                      横浜市長   林 文子  印  

 

 平成○年度政務活動費の交付額については、横浜市会政務活動費の交付に関する条

例施行規則第４条第２項の規定により○月分より次のとおり変更しましたので、通知

します。  

 なお、本年度中に交付を受けた政務活動費に残額が生じた場合は、当該残額を返還

してください。  

 

 交付金額 ７２，０５０，０００  円 

 

 （算出方法） 

 

 

 （交付済額）  

  条例第３条第１項に定める額×１０人（所属議員数）×１月（交付済月数）  

 （変更後の交付額）  

  条例第３条第１項に定める額×１１人（所属議員数）×１１月（交付月数）     

                                                          

 
                                     （Ａ４） 

※△△党横浜市会議員団は、会派所属人数が５月から１人増えて、10 人から１１人

となりますので、年間の交付金額の変更が生じます。 

①平成○年４月分 

 55 万円×１０人×１月＝5,500,000 円 

②平成○年５月～平成○年３月分 

   55 万円×１１人×１１月＝66,550,000 円 

よって、新たな（年間）交付金額（①＋②）：72,050,000 円 となります。 
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第５号様式（第５条第１項）                規則様式 記入例  
 

政 務 活 動 費 交 付 請 求 ・ 振 込 依 頼 書 
 
                                     平成○年○月○日  
 
  （提出先）  
  横浜市長  

 

会派の名 称 ○○党横浜市会議員団  
代表者の氏名  横浜 太郎    ○印  

 
                    議員に対する交付の場合は、 
                             氏名 
 
 平成○年度政務活動費についての交付決定（平成○年○月○日横浜市○○指

令第○○号）を受けたので、横浜市会政務活動費の交付に関する条例施行規則

第５条第１項の規定により、平成○年４月分として、次のとおり請求します。  
 

 １ 請求金額 5,500,000 円  
 

  （算出方法）条例第３条第１項に定める額×１０人（４月１日現在）  
 
 ２ 振込依頼  
   受領については、次の口座に振込みをしてください。  
 
                                  代表者  横浜 太郎     ○印  
 
                   議員に対する交付の場合は、 
                     氏名 
 

  （振込口座） 

 金融機関名  支店名  種別  口座番号  口座名義人   

○○銀行 ○○支店 普通 ○○○○○○ △△ △△ 

 

 

（Ａ４） 

 

月初めに、毎月分の交付請求、振込依頼を行います。 

政務活動費交付決定通知書の指令番号を御記入く

ださい。 

会派の所属議員数等の変更があり、政務活動費交付

額変更通知書が交付されている場合は、その指令番号

を御記入ください。 

ここの印は、政務活動費交付申請書に押印したもの

と同じ印で、押印してください。 
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第６号様式（第５条第２項）                規則様式 記入例  

 

印 鑑 変 更 届 出 書  

 

                                 平成○年○月○日  

 

 （届出先）  

  横浜市長  

 

                                     会派の名 称 ○○党横浜市会議員団  

                   代表者の氏名  横浜 太郎     ○印  
 
                                         議員に対する交付の場合は、 
                                 氏名 

 

 毀損等により印鑑を変更しましたので、横浜市会政務活動費の交付に関する条例施

行規則第５条第２項の規定により、次のとおり届け出ます。  

 
 

 変更前  変更後  変 更 年 月 日   

  
 
 

平成○年○月○日 

 

                                                                        

（Ａ４）  

ここの印は、変更後の印で、押印してください。 

横 
浜 

横 
浜 

毀損した（印鑑の一部が欠けた）

印鑑の印影 
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第１号様式（第２条第１項）                規程様式 記入例  

 

会 派 届 出 書  

 

                                     平成○年○月○日  

 

 （届出先）  

  横浜市会議長  

                           

                                    代表者の氏名   横浜 太郎   ○印  

 

 横浜市会政務活動費の交付に関する条例施行規程第２条第１項の規定により、次の

とおり届け出ます。  

 

 １ 会派の名称  

   ○○党横浜市会議員団 

 

 ２ 所属議員数  

１０人 

 

 ３ 所属議員の氏名  

   横浜太郎、横浜花子、○○○○ ・・・・・・（所属議員全員の氏名を記載） 

 

                                                                         

 

（Ａ４） 

 

会派交付を選択している会派は、年度当初に、 

議長あて、会派届出書を提出します。 
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第２号様式 (第２条第２項 )                規程様式 記入例 

会 派 異 動 届 出 書 

                       平成○年○月○日  

(届出先 ) 

横浜市会議長  

                     会派の名 称 △△党横浜市会議員団  

                                    代表者の氏名  横浜 花子   ○印  

次の内容に異動がありましたので、横浜市会政務活動費の交付に関する条例

施行規程第２条第２項の規定により、次のとおり届け出ます。  

  

 １  異動年月日  

   平成○年○月○日  

 ２  異動内容  

区     分  新  旧  

会派の名称  △△党横浜市会議員団  ○○党横浜市会議員団  

代表者の氏名  横浜  花子  横浜  太郎  

所属議員数  １１人  １０人  

異動のあった  

所属議員の氏名  

新たに所属した    

議員の氏名  

所属議員でなくなった

議員の氏名  

○○  ○○   

(注意 ) 

異動のある区分欄のみ記入してください。  

 

(Ａ４ ) 

変更後の会派の名称、代表者の氏名で届け出ます。 

新たに会派に所属した議員名を記載します。 

http://reiki.office.ycan/reiki/reiki_word/21242003041501011.doc
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第３号様式 (第２条第３項 )                規程様式 記入例 

  

会 派 解 散 届 出 書 

  

                     平成○年○月○日  

(届出先 ) 

横浜市会議長  

届出者の氏名   横浜  太郎   ○印  

 会派を解散しましたので、横浜市会政務活動費の交付に関する条例施行規程

第２条第３項の規定により、次のとおり届け出ます。  

 １  解散した会派の名称  

   ○○党横浜市会議員団  

  

 ２  解散した年月日  

   平成○年○月○  

  

 

  

  

  

 

(Ａ４ ) 

解散した会派の代表者名を記載します。 

※なお、会派が解散した場合は、当該事由が生じた日から３０日以内に、収支報告書

（規程第５号様式）及び領収書等の証拠書類の写しを、議長あて提出します。また、

残余金がある場合は、速やかに市長あて返還します。 

http://reiki.office.ycan/reiki/reiki_word/21242004041501011.doc
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第４号様式（第４条）                   規程様式 記入例  

 

経 理 責 任 者 （ 設 置 ・ 変 更 ） 届 出 書  

 

                                     平成○年○月○日  

 

 （届出先）  

  横浜市会議長  

  

                  会派の名 称 ○○党横浜市会議員団  

                              代表者の氏名  横浜 太郎    ○印  

                                 

 経理責任者について、横浜市会政務活動費の交付に関する条例施行規程第４条の規

定により、次のとおり届け出ます。  

 

 １ 経理責任者を新規に設置する場合  

  (1) 経理責任者の氏名 

     ○○ ○○ 

 

 ２ 経理責任者を変更する場合  

  (1) 変更年月日  

        年  月  日  

 

    (2) 経理責任者の氏名 

変 更 前 変 更 後 

  

 

 （注意） 

   経理責任者を新規に設置する場合は上記１に、届け出た経理責任者を変更する

場合は上記２に記入してください。  

（Ａ４）  

会派交付を選択している会派は、 

①年度当初に、経理責任者設置届出書を、議長あて届け

出ます。 

②年度途中に経理責任者を変更する場合は、経理責任者

変更届出書を、直ちに、議長あて届け出ます。 
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第５号様式（第６条）                   規程様式 記入例 

 

 

（表）  

 

政 務 活 動 費 収 支 報 告 書  

 

                             平成○年○月○日  

  

 （報告先）  

   横浜市会議長  

 

                           会派の名 称 ○○党横浜市会議員団  

                              代表者の氏名  横浜 太郎   ○印   

 
                       議員に対する交付の場合は、 
                       氏名 

 

 平成○年度政務活動費の収支について、横浜市会政務活動費の交付に関する条例第

６条の規定により、報告します。  

 

                                                                          

 

 

 

 

 

 

（Ａ４） 

毎年４月３０日までに、この収支報告書に必要事項を記載の上、領収書等の証拠書類の

写しを添付して、議長あてに報告してください。 

会派が解散した場合等の際は、当該事由が生じた日から３０日以内に、収支報告書及び

領収書等の証拠書類の写しを、議長あて提出します。 

いずれの場合も、残余金がある場合は、速やかに市長あて返還します。 
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（裏）  

 １ 収入  

   平成○年度政務活動費        （Ａ）     円 

 

 ２ 支出 
 

 項    目 金  額（円） 備      考 

 

調査研究費   

研修費   

広報費   

広聴費 
  

要請・陳情活動費   

会議費   

資料作成費   

資料購入費   

人件費   

事務所費   

事務費   

合計 （Ｂ）  

 

 ３ 差引き 

          （Ｃ）     円 

 

                               経理責任者の氏名 ○○ ○○   ○印  

  （注意） 

 １ 備考欄には、支出の主たる内容を記載してください。 
  ２  会派に対する交付の場合のみに経理責任者の氏名の記載及び押印をしてください。 
 

年度交付額の総計（A）から年度支出額総計（Ｂ）

を差し引いた金額が（Ｃ）となります。この金

額を返還していただくこととなります。 

 
項目ごとに、主に使用した内容

について、記載してください。 

 
項目ごとに使用した

年度総計の金額を記載

してください。 
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関 係 法 令 等 
 
 
 
 

参考 ２ 
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横浜市会政務活動費の交付に関する条例 
 

制  定 平成13年２月23日条例第３号 

最近改正 平成25年２月28日条例第16号 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第100条第14項から第16項までの規

定に基づき、横浜市会議員の調査研究その他の活動に資するため必要な経費の一部として、

横浜市会における会派又は議員に対し政務活動費を交付することに関し必要な事項を定め

るものとする。 

 

（政務活動費の交付対象） 

第２条 政務活動費は、議長の定めるところにより、議長へ届出のあった会派（その所属議

員が１人の場合を含む。以下同じ。）については会派ごとの選択により会派又は会派の所属

議員に対し、会派に所属しない議員については議員に対し、それぞれ交付する。 

 

（政務活動費の額及び交付の方法） 

第３条 政務活動費は、前条の規定により会派に対する交付を選択した会派（以下「交付会

派」という。）に対しては、月額550,000円に当該会派の所属議員数を乗じて得た額を、同

条の規定により議員に対する交付を選択した会派の所属議員及び会派に所属しない議員

（以下「交付議員」という。）に対しては、月額550,000円を毎月交付する。 

２ 政務活動費は、毎月１日（以下「基準日」という。）に交付会派である会派及び交付議員

である議員に交付するものとし、前項の所属議員数は、基準日における会派の所属議員数

によるものとする。 

３ 基準日以外の日において議員の任期満了、辞職、失職、除名若しくは死亡、議員の会派

への入会若しくは所属会派からの脱会又は議会の解散があった場合には、これらの事由が

生じた日の属する月の政務活動費の交付については、これらの事由が生じなかったものと

みなす。一の会派が他の会派と合併し、会派を結成し、若しくは会派が解散した場合又は

会派において交付対象を変更した場合も、また同様とする。 

４ 各会派の所属議員数の計算については、同一議員について重複して行うことができない。 

 

 （政務活動費を充てることができる経費の範囲等） 

第４条 会派又は議員が政務活動費を充てることができる経費の範囲は、別表のとおりとす

る。 
２ 政務活動費は、政党活動、選挙活動、後援会活動又は私人としての活動に要する経費に

充てることができない。 
３ 会派又は議員は、政務活動費を前２項の規定に従って適正に使用しなければならない。 
 
（代表者及び経理責任者） 

第５条 交付会派には、代表者及び政務活動費に関する経理責任者を置かなければならない。 

 

（収支報告書等の提出） 

第６条 政務活動費の交付を受けた会派の代表者及び議員は、議長の定めるところにより、
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政務活動費に係る収入及び支出の報告書（以下「収支報告書」という。）を作成し、当該支

出に係る領収書その他の当該支出の事実を証する書類の写し（以下「領収書等の写し」と

いう。）を当該収支報告書に添付し、これを議長に提出しなければならない。 

２ 収支報告書及び領収書等の写し（以下「収支報告書等」という。）は、前年度の交付に係

る政務活動費について、毎年４月30日までに提出しなければならない。 

３ 交付会派の消滅があった場合又は交付会派が交付対象を議員に変更した場合は、前項の

規定にかかわらず、その交付会派の代表者であった者は、当該事由が生じた日から30日以

内に収支報告書等を議長に提出しなければならない。 

４ 政務活動費の交付を受けた議員が交付議員でなくなった場合の収支報告書等の提出は、

前項の規定の例による。ただし、交付議員でなくなった事由が死亡による場合にあっては、

その相続人その他の一般承継人が収支報告書等を提出するものとする。 

５ 前項ただし書の場合において、議長は、必要があると認めるときは、収支報告書等の提

出に係る期間を延長することができる。 

 

（収支報告書等の保存及び閲覧） 

第７条 前条の規定により提出された収支報告書等は、これを受理した議長において、これ

を提出すべき期間の末日の翌日から起算して５年を経過する日まで保存しなければならな

い。 

２ 何人も、議長に対し、議長の定めるところにより、前項の規定により保存されている収

支報告書等の閲覧を請求することができる。 

３ 議長は、収支報告書等の一部に横浜市の保有する情報の公開に関する条例（平成12年２

月横浜市条例第１号）第７条第２項に規定する非開示情報が記録されているときは、同条

例第８条の規定の例により、当該収支報告書等を閲覧に供するものとする。 

 
（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、政務活動費の交付に関し必要な事項は、市長が定め

る。 

 
附 則 

この条例は、平成 13年 4月 1日から施行する。 

附 則（平成 14年 4月条例第 28号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 20年 2月条例第 10号） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成 20年 4月 1日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の横浜市会政務調査費の交付に関する条例の規定は、この条例の

施行の日以後に交付される政務調査費について適用し、同日前に交付された政務調査費に

ついては、なお従前の例による。 

附 則（平成 20年９月条例第 38号）抄 

（施行期日） 
１ この条例は、公布の日から施行する。 
   附 則（平成 25年２月条例第 16号） 
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 （施行期日） 

１ この条例は、平成 25年３月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日前にこの条例による改正前の横浜市会政務調査費の交付に関する条

例（以下「旧条例」という。）の規定に基づき交付された政務調査費については、なお従前

の例による。 

３ この条例の施行の際現に旧条例第２条の規定により政務調査費について会派に対する交

付を選択している会派は、この条例による改正後の横浜市会政務活動費の交付に関する条

例（以下「新条例」という。）第２条の規定により政務活動費について会派に対する交付を

選択した会派とみなす。 

４ この条例の施行の際現に旧条例第５条の規定により置かれている会派の代表者及び政務

調査費に関する経理責任者は、新条例第５条の規定により置かれた会派の代表者及び政務

活動費に関する経理責任者とみなす。 

 
別表（第４条第１項） 

項目 内容 

調査研究費  市の事務、地方行財政等に関する調査研究に要する調査委託費、交通

費、宿泊費その他の経費 

研修費  研修会の開催又は研修会への参加に要する講師等の謝金、会場借上費、

機材借上費、交通費、宿泊費、出席者負担金その他の経費 

広報費 
 会派若しくは議員の活動又は市政についての市民への周知又は報告に

要する印刷製本費、会場借上費、機材借上費、交通費、ウェブサイト作

成管理費、送料その他の経費 

広聴費 
 会派若しくは議員の活動若しくは市政に対する市民からの要望、意見

等の聴取又は市民相談に要する会場借上費、機材借上費、交通費その他

の経費 

要請・陳情 
活動費  国等に対する要請又は陳情活動に要する交通費、宿泊費その他の経費 

会議費  意見交換会その他の会議、会合等の開催又はこれらへの参加に要する

会場借上費、機材借上費、交通費、宿泊費、出席者負担金その他の経費 

資料作成費  会派又は議員の活動に必要となる資料の作成に要する印刷製本費、翻

訳料、原稿料その他の経費 

資料購入費  会派又は議員の活動に必要となる資料の購入等に要する図書購入費、

新聞雑誌購読料、データベース利用料、資料複写費その他の経費 

人件費  会派又は議員の活動を補助する者の雇用に要する賃金、給与、手当、

社会保険料その他の経費 

事務所費  会派又は議員の活動に要する事務所（附帯施設を含む。）の賃借料、管

理費、光熱水費その他の経費 

事務費  会派又は議員の活動に要する通信運搬費、消耗品購入費及び備品購入

費（リース料を含む。） 
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横浜市会政務活動費の交付に関する条例施行規則 

 

                制  定 平成13年３月30日規則第31号 

最近改正 平成25年２月28日規則第22号 

 

  （趣旨） 

第１条 横浜市会政務活動費の交付に関する条例（平成13年２月横浜市条例第３号。以下「条

例」という。）の施行について必要な事項は、別に定めがあるもののほか、この規則の定

めるところによる。 

 

  （交付申請） 

第２条 政務活動費の交付を受けようとする会派の代表者又は議員は、毎年４月１日に、政

務活動費交付申請書（第１号様式）により市長に申請しなければならない。 
２ 前項の規定にかかわらず、同項に規定する日以外の日において条例第２条の規定により

会派又は議員が当該日の属する年度の政務活動費の交付を受けようとするときは、当該会

派の代表者又は当該議員は、直ちに、市長に申請しなければならない。 

 
  （交付決定） 

第３条 市長は、前条の規定により申請のあった会派又は議員について交付すべき年度分の

政務活動費の額を決定し、政務活動費交付決定通知書（第２号様式）により当該会派の代

表者又は当該議員に通知するものとする。 

 
 （会派の名称等の変更） 

第４条 第２条の規定により政務活動費の交付申請を行った会派の代表者又は議員は、当該

交付申請を行った後に、会派にあっては会派の名称、代表者の氏名又は所属議員数に、議

員にあってはその氏名に変更があったときは、直ちに、政務活動費交付申請事項変更届出

書（第３号様式）により市長に届け出なければならない。 
２ 市長は、前項の規定により政務活動費交付申請事項変更届出書の提出を受けた場合にお

いて、当該会派に交付すべき年度分の政務活動費の額を変更する必要があると認めるとき

は、政務活動費交付額変更通知書（第４号様式）により当該会派の代表者に通知するもの

とする。 

 
  （交付請求） 

第５条 第３条若しくは前条第２項の規定による通知を受けた会派の代表者又は第３条の規

定による通知を受けた議員は、毎月、当該月分の政務活動費の交付を受けるため、政務活

動費交付請求・振込依頼書（第５号様式）を市長に提出しなければならない。 
２ 前項の政務活動費交付請求・振込依頼書には政務活動費交付申請書と同一の印鑑を押印

し、毀損等により印鑑を変更する場合は印鑑変更届出書（第６号様式）により市長に届け

出なければならない。 
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附 則 
この規則は、平成13年４月１日から施行する。 

附 則（平成20年３月規則第55号） 
この規則は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年２月規則第22号） 
この規則は、平成25年３月１日から施行する。 
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第１号様式（第２条第１項）  

 

政 務 活 動 費 交 付 申 請 書  

 

                                        年  月  日  

 

  （申請先）  

  横浜市長  

 

                                 会派の名称  

                                代表者の氏名          ㊞  
 
                       議員に対する交付の場合は、 
                                         氏名 

 

      年度政務活動費の交付を、横浜市会政務活動費の交付に関する条例施行 

 規則第２条の規定により、次のとおり申請します。  

 

 申請金額        円  

 

 （算出方法）  

  条例第３条第１項に定める額×  人（所属議員数）×  月（交付月数）  

 

 

 

 

 

 

 

                                                                  （Ａ４）  
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第２号様式（第３条）  

 

横浜市 指令第    号  

年  月  日  

  

政 務 活 動 費 交 付 決 定 通 知 書  

 

            様  

 

                                     横浜市長                   印 

 

      年   月   日に申請のありました     年度政務活動費につ  

 いては、次のとおり交付することに決定しましたので、横浜市会政務活動費  

 の交付に関する条例施行規則第３条の規定により、次のとおり通知します。  

  なお、本年度中に交付を受けた政務活動費に残額が生じた場合は、当該残  

 額を返還してください。  

 

 交付金額        円  

 

 （算出方法）  

  条例第３条第１項に定める額×  人（所属議員数）×  月（交付月数）  

 

 

 

 

 

 

 

                                                                     （Ａ４） 
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第３号様式（第４条第１項） 

 
政 務 活 動 費 交 付 申 請 事 項 変 更 届 出 書  

 
                                       年  月  日  
 

 （届出先）  
  横浜市長  
  
                             会派の名称  
                           代表者の氏名            ㊞  
 
                                      議員に対する交付の場合は、 
                                         氏名 
 
  次の内容に変更がありましたので、横浜市会政務活動費の交付に関する条例施行 

 規則第４条第１項の規定により、次のとおり届け出ます。 

 

 １ 変更年月日  
       年  月  日  
 

 ２ 変更内容 

  (1) 会派に対する交付の場合 

 
  (2) 議員に対する交付の場合 

 

（注意） 

変更のある区分欄のみ記入してください。 

 
 
 
                                                                （Ａ４）  

 区     分              新             旧   

会派の名称    

代表者の氏名    

所属議員数    

 区     分              新             旧   

議員の氏名    
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第４号様式（第４条第２項） 

 

                                    横浜市 指令第    号  

                                        年  月  日  

  

政 務 活 動 費 交 付 額 変 更 通 知 書  

 

              様  

 

                                      横浜市長                   印 

 

      年度政務活動費の交付額については、横浜市会政務活動費の交付に関す 

 る条例施行規則第４条第２項の規定により  月分より次のとおり変更しました

 ので、通知します。  

  なお、本年度中に交付を受けた政務活動費に残額が生じた場合は、当該残額を返

 還してください。  

 

 交付金額        円  

 （算出方法）  

 

 （交付済額）  

  条例第３条第１項に定める額×  人（所属議員数）× 月（交付済月数）  

 （変更後の交付額）  

  条例第３条第１項に定める額×  人（所属議員数）× 月（交付月数）       

                                                       

 

 

 

                                     （Ａ４） 
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第５号様式（第５条第１項） 

 
政 務 活 動 費 交 付 請 求 ・ 振 込 依 頼 書 

 
                                        年  月  日  
 
  （提出先）  
  横浜市長  

 

会派の名称  
代表者の氏名            ㊞ 

 

                    議員に対する交付の場合は、 
                             氏名 
 
      年度政務活動費についての交付決定（     年   月   日横  
 浜市  指令第    号）を受けたので、横浜市会政務活動費の交付に関する  
 条例施行規則第５条第１項の規定により、     年   月分として、次の  
 とおり請求します。  
 

 １ 請求金額       円  
 

  （算出方法）条例第３条第１項に定める額×  人（  月１日現在）  
 
 ２ 振込依頼  
   受領については、次の口座に振込みをしてください。  
 
                                  代表者            ㊞  
 
                   議員に対する交付の場合は、 
                     氏名 
 

  （振込口座） 

 

 金融機関名  支店名  種別  口座番号  口座名義人   

     

 

（Ａ４） 
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第６号様式（第５条第２項） 

 

印 鑑 変 更 届 出 書  

 

                                      年  月  日  

 

 （届出先）  

  横浜市長  

 

                                     会派の名称  

                   代表者の氏名           ㊞  
 
                                         議員に対する交付の場合は、 
                                 氏名 

 

  毀損等により印鑑を変更しましたので、横浜市会政務活動費の交付に関する条例 

 施行規則第５条第２項の規定により、次のとおり届け出ます。  

 
 

 変更前  変更後  変 更 年 月 日   

   
         年  月  日  

 

                                                                       

 

 

 

 

  （Ａ４）  
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横浜市会政務活動費の交付に関する条例施行規程 

 

              制  定 平成13年３月30日市会規程第１号 

最近改正 平成25年２月28日市会規程第２号 

 
  （趣旨）                                                   

第１条  この規程は、横浜市会政務活動費の交付に関する条例（平成13年２月横浜市条例第

３号。以下「条例」という。）の規定に基づき、横浜市会議員の調査研究その他の活動に資

するため必要な経費の一部として、横浜市会における会派又は議員に対し交付される政務

活動費に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

  （会派届出書等） 

第２条  条例第２条の規定による会派の届出は、会派届出書（第１号様式）によるものとし、

会派の代表者が議長（議長に事故があるとき、又は欠けたときは、副議長。議長及び副議

長ともに事故があるとき、又はともに欠けたときは、議会局長。以下同じ。）に届け出なけ

ればならない。 
２ 前項の規定により届け出た事項に異動が生じたときは、会派の代表者は、直ちに、会派

異動届出書（第２号様式）により議長に届け出なければならない。 
３ 会派を解散したときは、その代表者であった者は、直ちに、会派解散届出書（第３号様

式）により議長に届け出なければならない。  

 
  （市長への通知） 

第３条 議長は、前条の規定により提出された届出書を受理したときは、その写しを市長に

送付するものとする。 

 
 （経理責任者） 

第４条 条例第２条の規定により会派に対する交付を選択した会派の代表者は、経理責任者

（設置・変更）届出書（第４号様式）により、当該会派に係る経理責任者を議長に届け出

なければならない。 

２ 前項の規定により届け出た経理責任者に変更があるときは、会派の代表者は、直ちに、

経理責任者（設置・変更）届出書により議長に届け出なければならない。 

 

  （経理責任者等の責務） 

第５条 政務活動費の交付を受けた会派の経理責任者及び議員は、政務活動費の収入及び支

出について、会計帳簿を作成するとともに、当該支出に係る領収書その他の当該支出の事

実を証する書類（以下「領収書等」という。）を整理し、これらの書類を収支報告書（条例

第６条第１項に規定する収支報告書をいう。以下同じ。）及び領収書等の写し（以下「収支

報告書等」という。）を提出すべき期間の末日の翌日から起算して５年を経過する日まで保

存しなければならない。 
２ 前項の会計帳簿及び領収書等の保存は、会派の消滅があったときはその消滅時に経理責
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任者であった者が、議員が死亡したときはその相続人その他の一般承継人が行うものとす

る。 

 
  （収支報告書の様式） 

第６条 収支報告書の様式は、第５号様式とする。 

 
  （収支報告書等の写しの送付） 

第７条 議長は、条例第６条第１項の規定により収支報告書等の提出があったときは、その

写しを市長に送付するものとする。 

 
  （収支報告書等の閲覧） 

第８条 議長は、条例第７条第１項の規定により保存されている収支報告書等を、当該収支

報告書等を提出すべき期間の末日の翌日から起算して60日を経過した日の翌日から閲覧に

供するものとする。 
２ 前項に定めるもののほか、収支報告書等の閲覧に関し必要な事項は、別に定める。 

 
     附 則 
  この規程は、平成13年４月１日から施行する。 

附 則（平成20年３月市会規程第３号） 
  この規程は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則（平成22年３月市会規程第１号） 抄 
 （施行期日） 

１  この規程は、平成22年４月１日から施行する。 

   附 則（平成25年２月市会規程第２号） 

 この規程は、平成25年３月１日から施行する。 
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第１号様式（第２条第１項）  

 

会 派 届 出 書  

 

                                        年  月  日  

 

 （届出先）  

  横浜市会議長  

 

                                    代表者の氏名            ㊞  

 

  横浜市会政務活動費の交付に関する条例施行規程第２条第１項の規定により、次 

 のとおり届け出ます。  

 

 １ 会派の名称  

 

 

 ２ 所属議員数  

 

 

 ３ 所属議員の氏名  

 

 

  

 

                                                                         

 

 

（Ａ４） 
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第２号様式（第２条第２項）  
 

会 派 異 動 届 出 書  
   
                                       年  月  日  
 

 （届出先）  
  横浜市会議長  
     
                                会派の名称  
                                代表者の氏名             ㊞  
 

  次の内容に異動がありましたので、横浜市会政務活動費の交付に関する条例施行  

 規程第２条第２項の規定により、次のとおり届け出ます。  
 

 １ 異動年月日  
          年  月  日  
 
 ２ 異動内容  

 区      分  新  旧   

 会派の名称    

 代表者の氏名    

 所属議員数    

  

  
 異動のあった所   

 属議員の氏名  

  
 新たに所属した議員の氏名 

  

 所属議員でなくなった議員 

 の氏名 

  

 
 （注意） 

異動のある区分欄のみ記入してください。 

 
                                                                 （Ａ４） 
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第３号様式（第２条第３項）  

 

会 派 解 散 届 出 書  

 

                                        年  月  日  

 

 （届出先）  

  横浜市会議長  

 

                                 届出者の氏名                 ㊞  

 

  会派を解散しましたので、横浜市会政務活動費の交付に関する条例施行規程第２ 

 条第３項の規定により、次のとおり届け出ます。  

 

 １ 解散した会派の名称  

 

 

 

 

 

 ２ 解散した年月日  

    

  

 

 

 

 

 

（Ａ４） 
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第４号様式（第４条） 

 

経 理 責 任 者 （ 設 置 ・ 変 更 ） 届 出 書  

 

                                        年  月  日  

 

 （届出先）  

  横浜市会議長  

  

                  会派の名称  

                              代表者の氏名             ㊞  

                                 

  経理責任者について、横浜市会政務活動費の交付に関する条例施行規程第４条の 

 規定により、次のとおり届け出ます。  

 

 １ 経理責任者を新規に設置する場合  

  (1) 経理責任者の氏名 

 

 

 ２ 経理責任者を変更する場合  

  (1) 変更年月日  

        年  月  日  

 

    (2) 経理責任者の氏名 

変 更 前 変 更 後 

  

 

 （注意）  

経理責任者を新規に設置する場合は上記１に、届け出た経理責任者を変更す

る場合は上記２に記入してください。 

（Ａ４） 
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第５号様式（第６条） 

 

（表）  

 

政 務 活 動 費 収 支 報 告 書  

 

                                      年  月  日  

  

 （報告先）  

   横浜市会議長  

 

                           会派の名称  

                                 代表者の氏名             ㊞  
 
                    議員に対する交付の場合は、 
                    氏名 

 

      年度政務活動費の収支について、横浜市会政務活動費の交付に関する条 

 例第６条の規定により、報告します。  

 

                                                                          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（Ａ４） 
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（裏）  

 １ 収入  

       年度政務活動費              円  

 ２ 支出 
 

項    目   金    額（円）  備      考  

 調査研究費    

 研修費    

 広報費    

 広聴費    

 要請・陳情活動費    

 会議費    

 資料作成費    

 資料購入費   

 人件費    

事務所費   

事務費   

 合計    

 

 ３ 差引き  

                      円  

                               経理責任者の氏名            ㊞  
  （注意）  

１  備考欄には、支出の主たる内容を記載してください。 
  ２  会派に対する交付の場合のみに経理責任者の氏名の記載及び押印をしてください。 
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横浜市会政務活動費に係る収支報告書等の閲覧に関する要綱 

 

制  定 平成13年５月31日 

               最近改正 平成25年２月27日 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、横浜市会政務活動費の交付に関する条例（平成13年２月横浜市条例第

３号）第７条第２項及び第３項並びに横浜市会政務活動費の交付に関する条例施行規程（平

成13年３月横浜市会規程第１号）第８条の規定による収支報告書及び領収書等の写し（以

下「収支報告書等」という。）の閲覧について必要な事項を定めるものとする。 

 
 （閲覧場所） 

第２条 閲覧場所は、市会棟内会議室等の議会局長が指定する場所とする。 

 
 （閲覧時間） 

第３条 閲覧時間は、午前８時45分から正午まで及び午後１時から午後５時15分までとする。 

 
 （閲覧業務を行わない日等） 

第４条 閲覧業務を行わない日は、横浜市の休日を定める条例（平成３年12月横浜市条例第5

4号）第１条第１項に定める日とする。 
２ 議長は、前項に定める日のほか、特に必要があると認めるときは、閲覧業務の全部又は

一部を休止することができる。 
 
 （閲覧方法） 

第５条 収支報告書等を閲覧しようとする者（以下「閲覧者」という。）は、議会局の受付に

おいて、収支報告書等閲覧申請書（別記様式）に必要な事項を記入後、係員に申し出て、

収支報告書等を受領し、指定の閲覧場所において閲覧することができる。 
２ 収支報告書等の閲覧を終了した者は、必ず係員に収支報告書等を返却しなければならな

い。 

 

 （閲覧者の遵守事項） 

第６条 閲覧者は、閲覧に当たっては、次に掲げる事項を遵守しなければならない。 
 (1) 収支報告書等は、丁重に取扱い、破損、汚損又は加筆を行わないこと。 
 (2) 閲覧時間を遵守すること。 
 (3) 閲覧場所では、音読、談話、飲食、喫煙等の他の閲覧者に迷惑となるような行為をし

ないこと。 
 (4) その他係員の指示に従うこと。 

 
 （閲覧の中止又は禁止） 

第７条 議会局長は、閲覧者がこの要綱の規定に違反する場合には、その閲覧を中止させ、
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又は閲覧を禁止することができる。 

 
 （その他必要事項） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、収支報告書等の閲覧について必要な事項は、別に定

める。 

       
   附 則 

この要綱は、平成13年５月31日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成20年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成22年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は、平成25年３月１日から施行する。                  
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別記様式（第５条第１項）  
 

収 支 報 告 書 等 閲 覧 申 請 書  
 
 

   

  申 請 年 月 日 
  

       年    月    日（  ） 

 

 
  住     所 
 
  法人その他 
  の団体にあ 
  っては、所 
  在地 
 

 

 

 

  
  氏     名 
  
  法人その他 
  の団体にあ 
  っては、名 
  称及び代表 
  者の氏名 

 

   
   
  
  
 閲覧を希望する 
 収支報告書等 
 
 

 
 年  度 
 
 

 
                        

  
 政務活動 
 費が交付 
 された会 
 派の名称 
 又は議員 
 の氏名 
 

 

 
 
   担 当   

 

                                （Ａ４）  
 


